
【山梨県昭和町】
令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
（運動部活動の地域移行に向けた実証事業）

本報告書は、スポーツ庁の「令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
（運動部活動の地域移行に向けた実証事業）の一環として、山梨県（昭和町）が
実施した「令和５年度運動部活動の地域移行に向けた実証事業」の成果を取り
まとめたものです。



山梨県昭和町

●運営体制図

●地域における現状・課題

●取組事項の概要

●取組の成果、特に工夫した点等

令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
運動部活動の地域移行に向けた実証事業 成果報告書（概要）

・人口21,213人 世帯数9,585戸 小学校数３校（R5.12月末現在）

・中学校１校（町立押原中学校）生徒数578名（R5.4月現在）部活数19部（季節部含む）。顧問教諭数40名。生徒数増加している。

・令和４年度に第１回部活動あり方検討会開催（令和５年度は２
回開催）
・部活動地域移行コーディネーター任命、実施主体として昭和総合型
地域スポーツクラブ「キャメリア」と業務委託契約
・地域関係団体への説明・協議及び部活動顧問との面談（各種会議
や部活動の場に出向き、現状の把握や制度説明及び目指すべき方向
性や課題の共有など行った）
・地域、保護者、生徒、学校現場への取組状況の周知（学校を通じ
ての情報提供、広報誌への掲載、関係者との対話など）
・指導者の確保（部活動現場の課題を念頭に置きながらのマッチング
作業。）

◇地域クラブ活動移行への方向性の整理と共有を図った

◎移行可能な部活動から試行的に移行を目指す。

◎生徒が取り組んでいる活動を好きなように、思いきり活動できる体制を地域で担える

形を目指す。

◎学校現場で負担や課題感を抱えている部分を移行を行いながら、解決を目指す。

◎学校、行政、総合型地域SC「キャメリア」が主体的、能動的に協働し、取り組む。

◎昭和町らしい、昭和町にふさわしい地域移行を目指す。

◇３種目４部において、外部指導者の導入

・並行して他部においても外部指導者導入に向けて折衝中

・移行を進める上で課題感よりメリット感を考え、行動する事を大事にした。

・休日のみならず、課題感のある平日への外部指導者導入についても検討をしている。

・学校（顧問）、行政、キャメリア、指導者との情報共有、対話を重視し、現場に赴くことを大

事にした。・地域で担う事のできる活動へのアプロ―チ（地域の指導者の様子や生徒たちのニ

ーズに合わせた新たな地域クラブ活動の創出）

・事業成果の進捗、検証を学校、行政、実施主体と共に行った。

・受け皿となる組織への支援（事業成果の検証を検討会や関係者から意見をいただ

くなど、持続的に地域で担っていくための体制強化、整理の必要性の確認）
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１．自治体の基本情報

基本情報

地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

甲府盆地の中心部に位置し、面積約9㎢で平坦な地勢を有している。人口構成は、４０代前半から２０代後半とその子ども世代の年齢層

が多く、人口も増加傾向である。生徒数についても同様に増加傾向が続いており、この傾向は令和２７年頃まで続くと想定している。

１運動部あたりの部員数が多く、指導者への負荷が高くなっている部分がある。

教育委員会については、学校教育課及び生涯学習課の２課構成（職員数１１名）である。

一部の部活動では、単独部での大会出場が困難であり、年度によっては近隣中学校を中心に合同部での活動となっている。

昭和総合型地域スポーツクラブキャメリアが有資格マネジャー及びスタッフが子どもから高齢者まで多世代がスポーツ活動及び文化活動を生涯に

わたって楽しむことができるメニューを提供し、学校体育授業を支援し、学校施設を用いた放課後時間活用プログラムなどの実施を行う中で子ども

たちの人間性や社会性を育む環境をつくり、シニア世代においては、介護予防運動などを実施、元気な高齢化社会の実現など、地域振興や持

続的なコミュニティの構築にを目的とし、活動している。

令和４年度に昭和町部活動地域移行あり方検討会を設置。

運営主体を昭和町教育委員会、実施主体を昭和総合型地域スポーツクラブキャメリアとして承認。

町部活動地域移行コーディネーターとして、同クラブマネジャーを任命することの方向性の確認。

人口 21,213人 部活動数 19部活

公立中学校数 １校 市区町村の協議会・検討会議等
の設置状況

設置済

公立中学校生徒数 578人 市区町村の推進計画・ガイドライン
等の策定状況

策定に向けて準備中
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２．実証内容と成果

運営体制・役割

年間の事業スケジュール

令和５年４月：部活動地域移行コーディネーター任命

６月：昭和総合型地域スポーツクラブキャメリアと部活動地域移行業務委託締結

６月下旬～７月下旬：中学校部活動顧問等面談（全８日 ２０時間 ３４名）

８月：第２回地域部活動制度あり方検討会開催

１２月：地域クラブ活動の活動開始（仮称ダンス部）（体験会～）

▼運営体制図（市区町村における推進体制図） ▼行政組織内での役割分担

⚫ 教育委員会（生涯学習課）

指針の策定、各種規約、規程等の整備

地域部活動制度あり方検討会の事務局

昭和総合型地域スポーツクラブキャメリアとの連絡調整、

計画立案、事業実施、事業検証、同クラブ支援

地域移行コーディネーターとの連絡調整、事業実施、事業

検証、支援

学校、行政、実施主体、関係団体との連絡調整

児童・生徒等、保護者、教員等への意向調査の実施、情

報発信

⚫ 教育委員会（学校教育課）

地域部活動制度あり方検討会の事務局

学校、行政、実施主体、関係団体との連絡調整、連絡

体制構築

希望する教員等の兼職兼業申請体制の整備、手続き

児童・生徒等、保護者、教員等への意向調査の実施、情

報発信

１月：外部指導者導入開始

１月下旬：第３回地域部活動制度あり方検討会開催

※随時 外部指導者のマッチング、関係団体への会議出席、広報誌へ取り組

みの様子周知、仕組みづくりに向けて研究等
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：ア．関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

取組事項

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

１ 部活動地域移行あり方検討会での情報共有

２ 部活動地域移行コーディネーター任命及び実施主体の整備

３ 地域や地域関係団体、学校現場への説明及び情報共有

４ 部活動顧問への面談

５ 指導者の確保

１ 部活動地域移行あり方検討会を構成

検討会を構成し、それぞれの立場から意見をいただき、課題の共有とそれぞれの強みを生かした関わり方や解決方法につ

いて審議検討を行った。【会員構成 会長（教育長）・町PTA会長、中学校PTA会長、町スポーツ協会役員、町文化協

会役員、中学校校長、教頭、部活動主任、町商工会会長、町スポーツ推進委員協議会会長、町スポーツ少年団本部

長、部活動地域移行コーディネーター、昭和総合型地域スポーツクラブキャメリアスタッフ、学校教育課長、生涯学習課長】

２ 部活動地域移行コーディネーター任命及び実施主体の整備

コーディネーターは、地域や子どもたちへの指導実績や行政や学校からの課題解決について実績があり、各種指導資格を

有している昭和総合型地域スポーツクラブマネジャーを任命

実施主体は、子どもから高齢者まで多世代がスポーツ活動及び文化活動を生涯にわたって楽しむことができるメニューを提

供し、学校体育授業を支援し、学校施設を用いた放課後時間を活用した居場所づくりや運動機会の創出し実施を行う中

で子どもたちの人間性や社会性を育む環境をつくり、シニア世代においては、介護予防運動などを実施、元気な高齢化社

会の実現など、地域振興や持続的なコミュニティの構築を目的とし、活動している点を評価し、本事業を委託した。

３ 地域や地域関係団体、学校現場への説明及び情報共有

町スポーツ協会や町文化協会、スポーツ少年団会議などに出向き、制度説明や町の方針や取り組み状況について情報

共有した。スポーツ推進委員協議会においては、県保健体育課担当者を招き、研修会を実施した。また、部活動の場やス

ポーツ少年団の活動の場に出向き、保護者などと対話する中で情報発信を行った。
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：ア．関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

取組事項

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

特に
工夫した
事項

１ 部活動地域移行あり方検討会での情報共有

２ 部活動地域移行コーディネーター任命及び実施主体の整備

３ 地域や地域関係団体、学校現場への説明及び情報共有

４ 部活動顧問への面談

５ 指導者の確保

４ 部活動顧問への面談

中学校会議室を利用して面談を実施。事前にアンケートを行い、当該結果をもとに、町からは制度説明や取り組み状況

の説明をし、顧問からは部活動に携わっている中での課題や負担感、地域移行についての考え、今後の関わり方など対話

形式で行った。（1人あたり15分～30分 対象者34名 全8日間20時間）

５ 指導者の確保

あらゆる機会を捉えて、指導者のリストアップを行った。町の取り組み方針を伝え、携わっていただく部活動の様子を見学な

どしてもらい、町の方針を共有できるか、その中で関わりを持っていただけるか確認し、丁寧にマッチングを進めた。

１ 部活動地域移行あり方検討会

事務局側からの情報発信ばかりにならず、各委員から意見をいただきやすい、対話となる場を目指した

２ 部活動地域移行コーディネーター任命及び実施主体の整備

昭和総合型地域スポーツクラブキャメリアのクラブマネジャーをコーディネーター及び当該クラブを実施主体として承認した。町

内や周辺地域での活動や学校現場での指導実績を加味し、行政だけでなく、地域、学校現場からの高い評価があり、信

頼されていること、能動的に本事業に取り組めることや何より多角的な立場の皆さんから評価いただいていることを第一に考

え、承認をした。
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：ア．関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

取組事項

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

特に
工夫した
事項

１ 部活動地域移行あり方検討会での情報共有

２ 部活動地域移行コーディネーター任命及び実施主体の整備

３ 地域や地域関係団体、学校現場への説明及び情報共有

４ 部活動顧問への面談

５ 指導者の確保

３ 地域や地域関係団体、学校現場への説明及び情報共有

制度の周知や浸透が途上であると感じており、直接対話ができる場面には出向くことを重視し、地域全体で考えていける土壌づく

りを心掛けた。

４ 部活動顧問への面談

アンケートのみだと深い部分や細かい部分の課題感、負担感などがわからないと考え、学校に理解、協力いただいて個別面談を

実施した。アンケート上では、部活動にはかかわりたくない思いが強く感じられましたが、面談を通して話を聞いてみると皆さん生徒に

対してしっかり思いを持っていて共感できるものばかりでした。顧問、副顧問、担任を持っている先生、学年主任など立場によって、ま

た、家庭のあり方によっても思いも様々でした。顧問として活動していく中で、ご自身の競技経験がなく、その中で指導をしなければ

ならないなど、生徒とのはざまで大変な思いをしている先生が多いことに驚きました。今回の面談を通じて教員の働き方改革（多忙

化解消）の面に目を向けると、部活動の時間を通常業務に充てることも特に重要であると感じた。

５ 指導者の確保

受け皿となる指導者（指導体制）に負担がかからないようにすることも持続的に地域で担うことを考えた際には重要と捉え、一つ

の部活動について複数名で指導に当たれるような体制づくりを目指した。また、技術を指導する指導者だけではなく、活動を見守れ

る人材など検討している。
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：ア．関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

今後の
課題と
対応方針

【関係者との連絡・調整・事務体制の整理、強化】

学校や行政、外部指導者との連絡体制の強化については、移行が進んでいくほど、簡素化され、機動的な体制でないとそれぞれに

負担感が生じると感じている。行政・受け皿側の事務量の負担軽減策としてそれぞれの体制強化、整備がそれぞれ必要である。移行

が進めば進むほど、それぞれの情報共有や対話の機会がないと円滑に進まないと感じるので、今年度の課題を地域移行コーディネータ

ーを中心として学校・行政・実施主体（受け皿）それぞれが能動的に考えながら課題解決をしていきたい。

【地域クラブ活動の創設】

現状の教諭が顧問として携わっている形ではなく、地域主導の地域クラブ活動の創出を目指す。地域で持続的に担える指導者、活

動場所、時間帯などをさらに検証を進める。

【外部指導者の確保・育成】

外部指導者のマッチングを目指すが、指導者を求めるだけではなく、指導者を育成していく事も地域で担っていく事を考える上では鍵

と考え、現在の顧問や外部指導経験者と一緒に活動することによって指導者の育成も図り、指導力の強化、指導者の確保としたい。

併せて、見守り役として活動ができる体制づくりも進める。

【実施主体の基盤強化】

現在は学校現場での活動が形作られている制度であるが、地域へ移行することは、現在の体制の中で地域や学校現場の中での活

動に実績がある組織であっても難しい部分がある。生徒や保護者、地域、学校、行政にさらに信頼される組織づくりを目指すべく行政

などが支援を行い、早期により自立した形となるような運営基盤の確保を目指す。

【活動（運営）財源確保】

地域クラブ活動を持続的に担うためには、外部指導者を中心とした指導体制への移行が必要であり、今までの活動では発生しなか

った費用が生じる。指導者のみならず運営においても経費が生じるため財源確保が必要となる。受益者負担も検討をしなければならな

いが、全体的な負担軽減、特に経済的な課題を抱えている層への支援を国や県などの財政支援も活用し、自治体としても予算措置

などを通じて検討する。併せて、個人や民間企業などへ本制度と取組について理解をいただきながら、財政的に支援をいただける仕組

みづくりを進め、持続的な活動体制の構築を目指す。
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：エ：面的・広域的な取り組み

既存部活動への外部指導者の導入

（～様々な属性・世代の指導者の導入～）取組事項

３種目４部（男子ソフトテニス部・女子ソフトテニス部・男子卓球部・陸上部）において外部指導者への移行を実施し

た。２６日間、５５時間外部指導員を導入し、事業考課として顧問の時間的拘束感、精神的負担感の軽減が図れた

と評価いただき、生徒からも専門的な指導を受けられ楽しく、充実しているとの評価である。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

特に
工夫した
事項

指導者の関わり方として競技志向も重要な活動の要素ではあるが、生涯に渡り楽しめるスポーツ、関われるスポーツとして

の要素も伝えられる視点も併せ持ちながら、生徒と関わっていけるような考え方を共有できる仕組みづくりと考え方の共有を

目指していきたい。

既存部の活動状況を考えながら、生徒も指導者も負担感のない、課題解決につながるような導入の仕組みを構築する。

今後の
課題と
対応方針

導入初期においては、顧問と外部指導者、外部指導者と生徒との関係性の醸成時間が必要と考え、外部指導者の指
導時間帯であっても顧問の立会いの中で併存の形で実施した。指導者も生徒の様子を顧問と対話をしながら、生徒も顧問
が関わっている中で指導者から指導を受けるという安心感の中でスムースな導入ができたと評価している。

指導者についてもスポーツ協会の専門部や競技連盟に所属しているチームを受け皿とし、学生指導者の導入を行うなど幅
広い選択肢を考え、形作りを行った。団体においては、指導者を複数名抱えることにより、活動日に切れ目ない指導者の導
入が可能となり、学生指導者においては、平日の活動への参加や今後、指導を志す者にとっては経験を積む貴重な機会と
なり、未来の指導者育成の場となることも期待している。

地域の団体に関わってもらうことにより、指導を受けた生徒が将来的に指導を受けた団体での活動に参加するなど「循環」
が生まれ、当該団体や地域の活性化や生徒から指導者へと繋がる可能性も秘めているのではないかと考える。
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：エ：面的・広域的な取り組み

地域クラブ活動の新設へ向けての取り組み取組事項

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

・活動の場を町内公共施設とし、現状の部活動と同様に活動場所の

固定化を図った。

・小学生も中学生と一緒に活動ができる場とした。

特に
工夫した
事項

活動の目標設定として普段の成果を発表する場の創出や受益者負担

額の設定など引続き検証が必要。

今後の
課題と
対応方針

・地域で持続的に担える活動の検証を行った（１２月から毎月２回

程度実施）

・指導者の確保の可否やニーズの掘り起こしや確認を行う中で「ダンス」

を地域活動の一環として立ち上げるべく、体験会を実施。

・生徒のみならず、小学生年代の参加があり（各回１０～１５名ほ

ど）、活動として成立し、地域主体で運営できる可能性を感じた。
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２．実証内容と成果

参考資料（アンケート結果、広報物、協議会等で使用した資料の抜粋等）

アンケート結果では、平日での外部指導者導入を希望する割合が高く、希望理由としては、部活動以外の学校業務の時間に注力したいという結果になった。
その後の面談において、プライベートの時間を確保したいという意見の中では、今は家庭や子育てのために時間を確保したいが、落ち着いたところで活動に関わりたい
という意見も４０％のうち、約８０％ほどの意見があった。平日も休日も外部指導者は希望しないという意見も２０％あり、兼職兼業を希望する意見もあった。

１９．今後、外部指導員に指導を希望しますか

n %

平日・休日ともに希望する 20 57.1

平日も休日も希望しない(今まで通り活動に携わりたい) 7 20

休日のみ希望する(休日は活動したくない) 3 8.6

休日の活動日数のうち、現活動日数より減少するのであれば希望する 4 11.4

休日の活動日数のうち、現活動日数より半減するのであれば希望する 1 2.9

２０．外部指導員の指導を「希望する」と回答した方
理由を回答してください

n %

部活動以外の学校業務の準備・活動により集中したいから 14 51.9

プライベートな時間を確保したいから 11 40.7

生徒の専門技能の向上 1 3.7

文化部も対象なら希望 1 3.7

出展 昭和町教育委員会・昭和総合型地域スポーツクラブキャメリア実施（R5.6月） 押原中学校正副顧問向けアンケート結果 抜粋
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２．実証内容と成果

参考資料（アンケート結果、広報物、協議会等で使用した資料の抜粋等）

制度周知・取組方針をまとめた資料 （広報しょうわ２月号へ掲載）
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２．実証内容と成果

参考資料（活動写真）

【部活動顧問への面談】 【男子ソフトテニス部 外部指導者活動時の様子】

【男子卓球部 外部指導者活動時の様子】 【地域クラブ活動創設検証 ダンス体験会の様子】
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２．実証内容と成果

地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

地域部活動制度あり方検討会設

置

負担・課題感の洗い出し及び解

決策の検討と共有

制度の周知及び町の

取組方針の周知

引続き出来る部

分から試行的な

移行の実施

より多くの部活動

を地域クラブ活動

へ移行

●検討会を設置

●運営主体として教育委員会

（学校教育課・生涯学習課

の協働）、実施主体として昭

和総合型地域スポーツクラブ

キャメリアを決定。

●昭和町としての目指すべき

方向性の承認と共有

●実施に向けての負担、課題

の洗い出し及び解決方策の検

証研究、情報収集開始。

●来年度からの地域移行コー

ディネーター決定

令和４年度 令和５年度 令和６年度～ 令和８年度～

●町スポーツ協会や町文化協会、

スポーツ少年団会議などに出向き、

制度説明や町の方針や取り組み

状況について情報共有した。ス

ポーツ推進委員協議会において

は、県保健体育課担当者を招き、

研修会を実施した。また、部活動

の場やスポーツ少年団の活動の

場に出向き、保護者などと対話す

る中で情報発信を行った。

●生徒が取り組んでいる活

動を好きなように、思い切り

活動できる体制を地域で

担える形の完成へ

●実施主体が持続的によ

り効率的に自立的に活動

できる体制の確立へ

●部活動顧問への面談を実施

●学校に出向き、制度の説明と

町としての目指すべき方向性の

説明と共有

●外部指導者のリサーチ及びリ

クルート及びマッチングの開始

●専従で実証事業に携わってい

ないため、実証事業の進捗にス

ピード感を高めることができなかっ

た。できる部分から試行的に進め

ることを重視し、丁寧に進めた。

●学校、行政、総合型

地域SC「キャメリア」が

主体的、能動的に協

働し、取り組む。

●顧問、生徒、外部指

導者が負担感、不安

感を感じずに携われる

環境づくり
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３．今後の方向性

地域連携・地域移行の推進に向けた今後のロードマップ

※イメージ図

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度～

昭
和
町
ら
し
い
・
昭
和
町
に
ふ
さ
わ
し
い

地
域
ク
ラ
ブ
活
動
へ
の
移
行

よ
り
多
く
の
部
活
動
を

地
域
ク
ラ
ブ
活
動
へ
移
行

部活動地域移行あり方検討会

事業計画 → 事業実施 → 事業検証 → 課題解決・改善 のサイクル化

運営主体・実施主体の体制整備・強化

☆生徒が取り組んでいる活動を好きなように、思いきり活動できる体制を地域で担える形を目指す

☆移行可能な部活動から試行的に移行を目指す。

☆学校現場で負担や課題感を抱えている部分を移行を行いながら、解決を目指す。

☆学校、行政、総合型地域SC「キャメリア」が主体的、能動的に協働し、取り組む。

外部指導者のマッチング・移行

生徒保護者地域関係団体への制度の周知・町の取組方針の共有

活動運営財源確保の検討

地域クラブ活動の創設検討

関係者との情報共有・対話
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